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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

① 路面電車・ＬＲＴ等の現状について



路面電車・ＬＲＴ等の全国分布状況
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②函館市交通局（函館市）

⑫阪堺電気軌道（大阪市）

⑬岡山電気軌道（岡山市）

⑭広島電鉄（広島市）

⑯伊予鉄道（松山市）

⑰長崎電気軌道（長崎市）

⑥富山ライトレール（富山市）

⑱熊本市交通局（熊本市）

⑲鹿児島市交通局（鹿児島市）

④東京急行電鉄（東京都）⑨豊橋鉄道（豊橋市）

③東京都交通局（東京都）

⑮とさでん交通（高知市）

⑤富山地方鉄道（富山市）⑦万葉線（高岡市）

⑧福井鉄道（福井市）

⑩京阪電気鉄道（大津市）

⑪京福電気鉄道（京都市）

凡例：

低床式車両導入事業者(15社)

LRT導入事業者(1社)

①札幌市交通局（札幌市） 軌道事業者(19社)

（Ｈ３１．４．１ 現在）

○現在、国内では１９社の軌道事業者が路面電車やＬＲＴ（次世代型の軌道交通システム）を運営



路面電車事業者一覧（１９路線）

事業者名

路線

延長

(km)

年間輸送
人員

（万人）

（30年度）

軌道事業

営業収支

（百万円）

（30年度）

低床式車両の

導入時期

札幌市交通局 8.9 877 ▲376 H24年度

函館市企業局 10.9 544 ▲458 H13年度

東京都交通局 12.2 1,734 ▲399 ―

東京急行電鉄 5.0 2,120 ▲201 ―

富山地方鉄道 7.6 533 150 H21年度

富山ライトレール 7.6 200 ▲72 H18年度

万葉線 12.9 119 ▲74 H15年度

福井鉄道 3.4 119 ▲418 H17年度

豊橋鉄道 5.4 307 ▲56 H20年度

京阪電気鉄道 21.6 1,704 ▲1,125 ―

事業者名

路線

延長

(km)

年間輸送
人員

（万人）

（30年度）

軌道事業

営業収支

（百万円）

（30年度）

低床式車両の

導入時期

京福電気鉄道 11.0 830 ▲67 ―

阪堺電気軌道 18.4 820 ▲41 H24年度

岡山電気軌道 4.7 370 ▲50 H14年度

広島電鉄 19.0 3,848 178 H11年度

伊予鉄道 9.6 723 106 H13年度

とさでん交通 25.3 622 ▲11 H13年度

長崎電気軌道 11.5 1,698 ▲16 H15年度

熊本市交通局 12.1 1,108 ▲246 H9年度

鹿児島市交通局 13.1 1,107 ▲273 H13年度

合 計 220.4 19,383 ▲3,449

出典）全国路面軌道連絡協議会資料

（平成３１年４月１日）
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■ 軌道事業者（路面）の輸送人員は逓減傾向にあり、

８割以上の事業者が赤字。

営業収支
平成３０年度

年度
出典：鉄道統計年報及び全国路面軌道連絡協議会資料

輸送人員（単位：千万人）

※昭和６３年度以降に開業した事業者を除く１８社

輸送人員の推移

軌道事業者（路面）１９社局の現状

赤字８４％

黒字１６％

出典：全国路面軌道連絡協議会資料

１６事業者

３事業者
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

② 路面電車・ＬＲＴ等に対する支援
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事業者向け＜民営等＞

社会資本整備総合交付金等

【交付対象者】地方公共団体等

ＬＲＴの走行空間（走行路面、停留所等）、施設の整備等
に対し総合的に支援

国費率： 国 １／２等

【補助対象者】鉄軌道事業者

ＬＲＴシステムの構築に不可欠な施設（低床式車両、
制振レール、車庫、変電所等）の整備に対して補助

・公設部分
・事業者への間接補助 等

地方公共団体等向け 事業者向け

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業
費補助金（交通サービス利便向上促進事業）

補助率： 国 １／３等

上下分離方式などさまざまな官民の役割分担によるＬＲＴ整備を
総合的に支援

観光振興事業費補助金（公共交通利用環境の革新等事業）

ＬＲＴの整備に対する総合的な支援スキーム



国はＬＲＴ等の整備に対して以下の体系で支援を実施

国によるＬＲＴに対する支援制度（体系図）

３．地方財政措置

交通サービス利便向上促進
事業 対象：事業者

２．税制 （１）低床式車両に係る固定資産税の特例 対象：事業者

（1）社会資本整備総合交付金
対象：地方公共団体等

（１）地方交付税 対象：地方公共団体

４．法制度 地域公共交通活性化再生法に基づく軌道運送高度化事業

１．補助制度

（2）訪日外国人旅行者受入環境
整備緊急対策事業費補助金

（２）鉄道の安全性向上設備に係る固定資産税の特例 対象：事業者

（4）・鉄道施設総合安全対策事業費補助金
・地域公共交通確保維持改善事業費補助金
（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業） 対象：事業者
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公共交通利用環境の革新
等事業 対象：事業者

（3）観光振興事業費補助金



利用環境の改善（LＲＴシステム整備への支援）
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低床式車両（ＬＲＶ）の導入 停留施設の整備 レールの制振性の向上

バリアフリー化されたまちづくりの一環として、公共交通の利用環境改善（ＬＲＴ導入）を支援

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

２．補 助 率 国 ：１／３以内等

３．補助対象設備 ＬＲＴ整備計画に基づき実施される
ＬＲＴシステムの整備に要する経費
（低床式車両（ＬＲＶ）、停留施設、制振軌道等）

４．平成３０年度補正予算額 ５．７億円の内数
令和元年度当初予算額 １０９．７億円の内数

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金（交通サービス利便向上促進事業）

観光振興事業費補助金（公共交通利用環境の革新等事業）※

※国際観光振興法第8条1項により指定された区間及びこれと一体となって利用環境を刷新することが効果的と考えられる路線に限る。



全国相互利用可能なＩＣカードの導入等
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全国相互利用可能なＩＣカード

訪日外国人旅行者等の移動に係る利便性の向上の促進を図るため、ＩＣカードの導入等を支援

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

２．補助率 国 ： １／３以内

３．補助対象設備 ＩＣカード （全国相互利用可能なもの（※1）に限る。）の利用を可能とするシステム、

ロケーションシステム (訪日外国人旅行者が移動を円滑に行う際に必要な情報の多言語表記等を行う

ものに限る。） 等

４．平成３０年度補正予算額 ５．７億円の内数
令和元年度当初予算額 １０９．７億円の内数

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金（交通サービス利便向上促進事業）

ロケーションシステム

※1 Kitaca、Suica、PASMO、TOICA、manaca、ICOCA、PiTaPa、SUGOCA、はやかけん及びnimocaの全国主要エリアで利用可能な10種類のカードを指す。

（留意事項） ・本事業については、訪日外国人旅行者における移動の円滑化のため、車両内において次停車駅に関して多言語での情報提供を行うことが望ましい。

観光振興事業費補助金（公共交通利用環境の革新等事業）※

※国際観光振興法第8条1項により指定された区間及びこれと一体となって利用環境を刷新することが効果的と考えられる路線に限る。



地域鉄道の安全輸送の確保 （公共）
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軌道改良 法面固定 ＡＴＳの整備

安全な鉄道輸送を確保するために地域鉄道事業者が行う安全性の向上に資する設備の更新を支援

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

２．補助率 国 ： １／３以内または１／２以内（※）

３．補助対象設備 レール、マクラギ、落石等防止設備、

ＡＴＳ、列車無線設備、防風設備 等

４．平成３０年度補正予算額 ２８．１億円の内数
令和元年度当初予算額 ６６．１億円の内数

鉄道施設総合安全対策事業費補助（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業）（公共）

※ 「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」

に基づく鉄道事業再構築事業を実施する事業のうち

財政状況（財政力指数要件）の厳しい地方公共団体

が支援する費用相当分について、補助率 １／２ 等



地域鉄道の安全輸送の確保 （非公共）

- 9 -

車両の更新軌道改良 法面固定 ＡＴＳの整備

安全な鉄道輸送を確保するために地域鉄道事業者が行う安全性の向上に資する設備の更新等を支援

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

２．補助率 国 ： １／３以内または１／２以内（※１）

３．補助対象設備 レール、マクラギ、落石等防止設備、

ＡＴＳ、列車無線設備、防風設備、

車両 等（※２）

４．平成３０年度補正予算額 ３３．６億円の内数
令和元年度当初予算額 ２１９．６億円の内数

地域公共交通確保維持改善事業費補助金（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業）（非公共）

※１ 「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」

に基づく鉄道事業再構築事業を実施する事業のうち

財政状況（財政力指数要件）の厳しい地方公共団体

が支援する費用相当分について、補助率 １／２ 等

※２ 車両以外の設備整備等については、鉄道事業再

構築実施計画に基づき行われる場合を除き、当該設

備の修繕を行う場合に限る
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公共交通利用環境の革新等

⑥大きな荷物を持ったインバウンド旅客
のための機能向上

■段差解消やスーツケース置き場の確保

■観光列車 ■サイクルトレイン■魅力ある観光バス

⑦移動そのものを楽しむ取組や
新たな観光ニーズへの対応

⑤非常時のスマートフォン等の
充電環境の確保

■非常用電源装置・ 携帯電話充電設備等

（あわせて⑤～⑦を支援可能）

or or

１/２
（①～④のうちのいずれかを実施済の場合は、１/３）

補助率 補助対象事業者

公共交通事業者、旅客施設の設置管理者等

①～④をセットで整備

空
港
・
港
湾

周
遊
地
域

訪
日
外
国
人
旅
行

者
の
来
訪
が
特
に

多
い
観
光
地
等

空
港
・
港
湾

ア
ク
セ
ス

長
距
離
移
動

（
交
通
拠
点
間
）

二
次
交
通

○ 地方部への外国人旅行者の誘致の加速化に向け、我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から訪日外国人旅行者の来訪が特に多い観光地等に
至るまでの公共交通機関の利用環境を刷新するため、外国人旅行者のニーズが特に高い多言語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシ
ュレス決済対応等の取り組みを一気呵成に進め、シームレスで一貫した世界水準の交通サービスを実現する。

■多言語表記等 ■タブレット端末、携帯型翻訳機、
多言語拡声装置等の整備

■スマートフォンアプリの活用等に
よる案内放送の多言語化

②無料Wi-Fiサービ
ス

■旅客施設や
車両等の無料Wi-Fiの整備

■QRコードやクレジット
カード対応、企画乗車船
券のICカード化

■企画乗車船券
の発行

■全国共通ＩＣ
カードの導入

③トイレの洋式
化

■洋式トイレ、
多機能トイレの整備

④キャッシュレス決済対応

■レンタカーの
キャッシュレス対応

■多言語バスロケーション
システムの設置

①多言語対応（事故・災害時等を含む）

※通常は整備が想定されない場合（例：②無料Wi-Fiサービス（レンタカー等）、③トイレの洋式化（バス、タクシー、レンタカー等）等）については、適用除外とする。
※①及び④については、少なくともいずれか１つ実施。

（ＬＲＴシステム
の整備）

（インバウンド
対応型バス）

（荷物置き場
の設置）

（インバウンド
対応型タクシー）

（旅客施設の
段差解消）

予算額：5,500百万円



地域鉄道に対する支援策（固定資産税の特例措置）
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車両の更新

鉄道の安全性向上設備に係る固定資産税の特例措置

■ 特例措置の対象 鉄道軌道安全輸送設備等整備事業等に係る補助の
交付を受けて取得した鉄道の安全性向上に資する
償却資産

■ 特例措置の内容 固定資産税の課税標準を５年間１／３に軽減
適用期限 ： 令和３年３月３１日まで

低床式車両に係る固定資産税の特例措置

■ 特例措置の対象 低床式車両（ＬＲＶ）

■ 特例措置の内容 固定資産税の課税標準を５年間１／３に軽減
適用期限：令和３年３月３１日まで

低床式車両

（平成３１年度税制改正要望により、令和３年３月３１日まで２年間延長）

（平成３１年度税制改正要望により、令和３年３月３１日まで２年間延長）



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

③ 地域鉄道対策
（地域公共交通の活性化及び再生に関す
る法律に基づく制度）



地域公共交通活性化再生法の概要

地域公共交通網形成計画（地方公共団体が作成）

法律の特例措置等により計画の実現を後押し

地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

基本方針 （国土交通大臣・総務大臣が策定）

地域公共交通特定事業
（地域公共交通網形成計画に事業実施を記載）

軌道運送高度化事業
（LRTの整備）

軌道運送高度化実施計画

道路運送高度化事業
（BRTの整備）

道路運送高度化実施計画

海上運送高度化事業
（海上運送サービス改善）

海上運送高度化実施計画

鉄道事業再構築事業
（鉄道の上下分離等）

鉄道事業再構築実施計画

鉄道再生事業
（廃止届出がなされた鉄道の維持）

鉄道再生実施計画

国土交通大臣が認定

地域公共交通再編事業
（公共交通ネットワークの再構築）

地域公共交通再編実施計画

国土交通大臣に届出

■ 地域公共交通の活性化及び再生の意義・目標
■ 地域公共交通網形成計画の作成に関する基本的な事項
■ 地域公共交通の活性化及び再生に関する事業の評価に関する基本的な事項 等

■ 持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する基本的な方針
■ 区域・目標・計画期間
■ 実施事業・実施主体

■ 計画の達成状況の評価 等

協議会を開催し作成
（地方公共団体・交通事業者・
道路管理者・利用者・学識者等
から構成）

（事業者） （事業者）（事業者） （地方公共団体）（地方公共団体・事業者） （地方公共団体・事業者）

（事業者） （事業者）（事業者） （事業者）（事業者） （事業者）
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事業名 イメージ 事業概要
主体

上段：計画策定主体
下段：事業実施主体

主な特例措置

軌道運送
高度化事業

定時性、速達性及び快適性に優
れた軌道運送を確保する事業

事業者
○軌道法の特例（第10条第1項・第2項）
・計画認定による軌道経営特許のみなし取得
（軌道整備事業と軌道運送事業に分けて特許をみなし取得可）

○地方債の特例（第12条）
事業者

道路運送
高度化事業

定時性、速達性及び快適性に優
れた道路運送を確保する事業

事業者 ○道路運送法の特例（第15条）
・計画認定による事業許可等のみなし取得

○地方債の特例（第1７条）事業者

海上運送
高度化事業

定時性、速達性及び快適性に優
れた海上運送を確保する事業

事業者
○海上運送法の特例（第20条）
・計画認定による事業許可等のみなし取得

事業者

鉄道事業
再構築事業

継続が困難又は困難となるおそ
れのある鉄道事業について、経
営改善を図りつつ上下分離等の
事業構造の変更により存続を図
る事業

地方公共団体・
事業者共同

○鉄道事業法の特例（第25条第1項・第2項）
・計画認定による事業許可等のみなし取得
（地方公共団体が鉄道線路を保有して運行事業者に無償で
使用させる場合には、計画認定の審査に際して、経営上の
適切性の審査を要しない）

事業者

地域公共交通
再編事業

路線再編、デマンド交通への転
換その他の地域公共交通ネット
ワークの再編を図るための事業

地方公共団体
○鉄道事業法・軌道法・道路運送法・海上運送法の特例
（第27条の4～第27条の7）

・計画認定による事業許可等のみなし取得（道路運送法について
は運賃の上限認可等のみなし取得を含む。）

・バス事業に係る計画阻害行為の防止
事業者

鉄道再生事業
鉄道事業者と市町村が連携して、
事業の廃止届出がなされた鉄道
事業の維持を図る事業

地方公共団体・
事業者共同

○鉄道事業法の特例（第27条第1項～第5項）
・鉄道再生計画作成協議中における廃止届出に係る廃止予定日の
延長を容認

・協議不調の場合、鉄道再生計画の期間後一定の場合に廃止届出
から廃止までの必要期間を短縮 等

事業者
- 13 -

認定を受けた計画に対する法律上の特例措置



車両は、利用者の乗降に配慮した低床式で、低

振動、低騒音等快適な乗り心地を実現した動力
性能を持ち、街の景観と調和したデザイン性に
優れたＬＲＶを導入し、運行する。

軌道は、騒音や振動を抑制するため、レールを
樹脂で固定する制振軌道を保有・整備。

電停は、ホームと車両との隙間解消などのバリア
フリー化を図る。運行情報をリアルタイムで提供する
表示器を設置するなど乗車待ちの負担軽減を図
る。更に、電停や柱のデザインにおいてもまちづく
り計画の一環として、統一化を図り、都市景観に
配慮する。 富山駅高架下電停イメージ

導入車両イメージ

軌道運送高度化事業の概要①

１．ＬＲＶの導入・運行

２．制振軌道の保有・整備

３．停留場バリアフリー化等

- 14 -



軌道運送高度化事業の概要②

地域公共交通活性化再生法に基づく軌道運送高度化事業により、事業者のインフラ整備負担を軽減した上で、

効率的な整備と整備後の安全運行・安定経営を確保することが可能になった。

軌道整備事業者（地方公共団体等）

施設の
貸付け

貸付料の
支払い

施設（※）を借り受けて運行。

施設（※）を建設し、保有。

使用条件等
の契約

（※）車両を含む場合も想定しうる。

ＬＲＴの運行を行う事
業者は、「軌道運送事
業者」の特許を取得。

ＬＲＴの施設を整備、
保有する地方公共団
体等は、「軌道整備事
業者」の特許を取得。

安全性、継続性を確保
するため、上下間の契
約、体制等を大臣認定
の際にチェック

国や地方公共団体
が車両購入費等を
補助

国が地方公共団体
等の施設整備主体
に対して建設費等
を補助

軌
道
運
送
高
度
化
実
施
計
画
（
大
臣
が
認
定
）

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画
（
地
方
公
共
団
体
・
関
係
者
が
作
成
）

認
定
効
果

制度面 財政面軌道運送事業者

地方債の特例

地方公共団体負担分
の75％について、地
方債の発行が認めら
れている。
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軌道運送高度化事業一覧
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※上：軌道運送事業者 下：軌道整備事業者


